
⻘森市

①規模を拡大したい
①に☑を入れた方は、枠内で当てはまるものすべてに☑を入れてください。

□ □

②現状を維持したい

③規模を縮小したい
③に☑を入れた方は、枠内で当てはまるものすべてに☑を入れてください。

□ □

□ □

④離農したい （ ）

④に☑を入れた方は、枠内で当てはまるものすべてに☑を入れてください。

作業受託したい
（受託する部門：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

後継者の年代

農地中間管理機構を活⽤して農地を貸したい 農地を貸したい（方法は問わない）

いる いない

※ 「はい」を選択した場合、裏⾯の個⼈情報の取扱に同意したものと⾒なします。

２．今後５年間の農地利⽤計画・経営の⽅向性として①〜④のうち1つに☑を入れてください。

筒井

農地を貸したり売ったりしたくない

部門を縮小したい
（縮小する部門：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

作業委託したい
（委託する部門：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

はい

荒川 横内

野沢（浪岡）

家を継ぐ
親族 いる いない

未定 ~49歳

家族労働⼒ ⼈ 雇⽤労働⼒ ⼈

人・農地プラン意向調査票
氏名

(代表者名)

電話
番号

住所 年齢 歳

後継者

農地中間管理機構を活⽤して農地を借り受けたい 農地を借りたい（方法は問わない）

新城 滝内 大野

いいえ

大杉 ⼥⿅沢

１-１．中心経営体としての位置づけを希望しますか？（該当する⽅に☑を入れてください）

１-２．１-１で「はい」と答えたかたは、位置づけ希望地区に☑を入れてください。
後潟 奥内 油川 高田

農地を売りたい

東岳 野内 浪岡

４〜５年後

裏⾯あり
（ 裏⾯も必ず記入してください ）

１〜３年後

農地を売りたい 作業委託したい（農地は貸したり売ったりしない）

浜館 原別

農地を買いたい

五郷

時期： すぐ

農地を貸したい（方法は問わない）農地中間管理機構を活⽤して農地を貸したい

50歳~



果樹 （ ）

野菜 （ ）

その他 （ ）

「個⼈情報の取扱い」に記載された内容について同意します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　　年　　　⽉　　　⽇
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（法⼈・組織名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名（代表者名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※
　

                                                                                                          ※法⼈の場合は記名押印してください。

【注１】⼈・農地問題解決加速化⽀援事業、農業次世代⼈材投資事業（経営開始型）、農業経営基盤強化資⾦
（スーパーＬ資⾦⾦利負担軽減措置）、経営所得安定対策等交付⾦、経営所得安定対策等推進事業、農地集
積・集約化対策事業、農業競争⼒強化農地整備事業、⽔利施設等保全高度化事業、農⼭漁村振興交付⾦、国
営かんがい排⽔事業のうち国営⽔利システム再編事業（農地集積促進型）、⽔利施設等保全高度化事業、強い農
業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦、持続的⽣産強化対策事業、⿃獣被害防⽌総合対策交付⾦、⾷料産業・６次産
業化交付⾦（加⼯・直売の⽀援体制整備事業、加⼯・直売の推進⽀援事業、加⼯・直売施設整備事業）、農地
売買等⽀援事業、農林⽔産統計調査　等

【注２】 国、都道府県、市町村、農業委員会、農業協同組合、農業協同組合連合会、農業再⽣協議会、農地利⽤
集積円滑化団体、農地保有合理化法⼈、農業委員会ネットワーク機構、農業共済組合連合会、⼟地改良区、農業
共済組合、農業経営基盤強化資⾦（スーパーＬ資⾦）の融資機関、農業経営基盤強化資⾦利⼦助成⾦等交付
事業の事業実施主体、農地中間管理機構　等

人・農地問題解決加速化支援事業（人・農地プランの意向調査）に係る個人情報の取扱について

ha

⑤

6次産業化

6次産業化

花き・花木 6次産業化ha

ha

高付加価値化

③

⽔稲

（※果樹や野菜については、複数品目の場合でもまとめて⾯積を記入してください。※1町歩＝1ha、1反歩＝10a＝0.1haです。）

④

②

低コスト化

高付加価値化

　市は、⼈・農地問題解決加速化⽀援事業（⼈・農地プランの意向調査）の実施に際して得た個⼈情報について、
「個⼈情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」及び関係法令に基づき、適正に管理し、本事業の実施
のために利⽤します。
　また、市は、本事業による集落等の合意形成や検討会での審査・検討、国への報告等で利⽤するほか、次の事業等
【注１】に係る交付⾦の交付や統計調査に利⽤するとともに、これらの事業等の実施のために、次の関係機関【注２】に
必要最小限度内において提供する場合があります。

6次産業化

合　計 法⼈化 新規就農

高付加価値化低コスト化

6次産業化

低コスト化

低コスト化 高付加価値化

３．経営⾯積について「現状」と「概ね5年後の目標」を記入し、経営発展の⽅向性に☑を入れてください。

高付加価値化

ha

ha

①
⾯積

ha

低コスト化
経営発展の方向性(当てはまるものがあればチェック)

ha

作目名 概ね５年後の目標現状
⾯積

ha

ha

ha


